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１ 健全化判断比率の算定対象 

 健全化判断比率と資金不足比率の対象を示すと次の図のとおりです。 

実質公債費比率と将来負担比率については、公営事業会計や一部事務組合の公債費のうち、市の

一般会計等が負担しなければならない額が比率の対象になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 実質赤字比率 

市の福祉や教育など市の行政の大部分を行う一般会計等の赤字の程度を指標化したのが実質赤字

比率です。 

市の会計年度における歳入から歳出を差引いた額から、事業を翌年度に繰り越した額を控除した

実質収支が赤字の場合に、歳入不足によってその年度に支払うべき債務を翌年度に繰延たりした額

を加えたものを実質赤字といいます。 

実質赤字が、市税や地方交付税など使い道が定められていない歳入（標準財政規模）に占める

割合が実質赤字比率です。 

 

 

 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計

土地取得事業費特別会計

国民健康保険費特別会計

介護保険費特別会計

介護保険サービス事業費特別会計

後期高齢者医療費特別会計

中央卸売市場費特別会計

新産業等用地整備事業費特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計

　・岩手県競馬組合

　・岩手県後期高齢者医療広域連合

　　会　　計　　区　　分 健全化法における会計区分

　一般会計等

公
営
事
業
会
計

法適用事業

公営企業会計以外の特
別会計

一般会計

企
業
会
計

公
営
企
業
会
計

法非適用事業

特
別
会
計

　
地方公社・第三セクター等　　※該当なし

　・盛岡地区広域消防組合・盛岡広域環境組合

  ・岩手・玉山環境組合・盛岡北部行政事務組合

　・矢櫃山造林一部事務組合

　・岩手県市町村総合事務組合

一
部
事
務
組
合
等

　・盛岡・紫波地区環境施設組合・盛岡地区衛生処理組合

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

実
質
公
債
費
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

将
来
負
担
比
率



~ 2 ~ 
 

 

 

 

 

※実質収支が黒字場合の比率は「－」と表示し、（ ）内にマイナスの比率を表示しています。 

※市の標準財政規模は、市税や地方交付税に臨時財政対策債を加えた68,602,922千円です。 

 

３ 連結実質赤字比率 

市の会計には、一般会計のほか、料金など特定の歳入により事業を行う特別会計が複数ありま

す。市全体の会計の赤字と黒字を合計したものが、市税や地方交付税など使い道が定められてい

ない歳入（標準財政規模）に占める割合が連結実質赤字比率です。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

会　　　　計
歳入総額

Ａ
歳出総額

Ｂ

翌年度に繰り
越すべき財

源
Ｃ

実質収支
Ａ-Ｂ-Ｃ

一般会計 135,028,000 132,818,302 656,250 1,553,448

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計 111,665 64,105 0 47,560

土地取得事業費特別会計 15,987 3,222 0 12,765

計（一般会計等） 135,155,652 132,885,629 656,250 1,613,773

＜一般会計・特別会計＞

（単位：千円）

会　　　　計
歳入総額

Ａ
歳出総額

Ｂ

翌年度に繰り
越すべき財

源
Ｃ

実質収支
Ａ-Ｂ-Ｃ

一般会計等 135,155,652 132,885,629 656,250 1,613,773

国民健康保険費特別会計 25,038,067 24,863,934 174,133

介護保険費特別会計 28,669,315 28,481,277 188,038

後期高齢者医療費特別会計 4,120,996 4,111,545 9,451

中央卸売市場費特別会計 1,344,884 1,332,999 11,885

新産業等用地整備事業費特別会計 629,929 629,790 139

計Ａ 1,997,419

実 質 収 支 1,613,773

標準財政規模 68,602,922
　＝　－％　（△2.35%)実質赤字比率　＝　 　＝　
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＜全会計の実質赤字＞ 

 

※黒字の場合の比率は「－」と表示し、（ ）内にマイナスの比率を表示しています。 

 

４ 実質公債費比率 

一般会計等が負担する市債の償還金のほかに、特別会計への繰出金や一部事務組合負担金とし

て起債の償還に充てたものの合計額（実質公債費）が、市税や地方交付税など使い道が定められ

ていない歳入（標準財政規模）に占める割合が実質公債費比率です。 

 

 

 

 

 

 

 

＜企業会計＞
※Ａ－Ｂ＜0の場合 （単位：千円）

会　　　　計
流動資産

Ａ
流動負債

Ｂ

解消可能資
金不足額

Ｃ

資金不足
・剰余額

Ａ-（Ｂ-Ｃ）

水道事業会計 9,611,404 2,016,954 7,594,450

下水道事業会計 9,073,921 1,128,039 7,945,882

病院事業会計 623,037 1,129,536 458,571 △ 965,070

計Ｂ 14,575,262

全会計の実質赤字 17,489,684

標準財政 規模 68,602,922
連結実質赤字比率 =　 　＝　 　＝　 －％　（△25.49%)

（単位：千円）

R4年度 R5年度 R6年度

公債費 12,844,198 12,556,565 11,716,784

公営企業の公債費への
繰出金

3,317,906 3,279,689 3,558,908

一部事務組合の公債費
負担金

552,199 496,648 492,522

債務負担行為のうち公債
費に相当するもの

265,413 278,297 240,598

一時借入金の利子

Ａ　合　計 16,979,716 16,611,199 16,008,812

R4年度 R5年度 R6年度

Ｂ　特定財源等 1,628,614 1,799,945 1,907,975

Ｃ　地方交付税措置額 9,028,524 8,804,533 8,717,941

（単位：千円）

R4年度 R5年度 R6年度

公債費 12,844,198 12,556,565 11,716,784

公営企業の公債費への
繰出金

3,317,906 3,279,689 3,558,908

一部事務組合の公債費
負担金

552,199 496,648 492,522

債務負担行為のうち公債
費に相当するもの

265,413 278,297 240,598

一時借入金の利子

Ａ　合　計 16,979,716 16,611,199 16,008,812

R4年度 R5年度 R6年度

Ｂ　特定財源等 1,628,614 1,799,945 1,907,975

Ｃ　地方交付税措置額 9,028,524 8,804,533 8,717,941
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５ 将来負担比率 

  市債の償還、特別会計や一部事務組合の地方債償還や債務負担に基づく支出など、一般会計等

が将来支払う必要がある債務残高が市税や地方交付税など使い道が定められていない歳入（標準

財政規模）に占める割合が将来負担比率です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

16,979,716 ― 1,628,614 ― 9,028,524
― 9,028,524

16,611,199 ― 1,799,945 ― 8,804,533
― 8,804,533

16,008,812 ― 1,907,975 ― 8,717,941
― 8,717,941

3

R4年度 =

％＝ ＝ 10.0

＝ 11.03 ％

＝ 10.23 ％

＝ 8.99 ％

66,367,120

67,507,083

68,602,922

３ か 年 平 均

実 質 公 債 費 比 率

R6年度 =

11.03 + 10.23 + 8.99

R5年度 =

将来負担額
（単位：千円）

一般会計等の地方債の現在高 139,701,317

債務負担行為に基づく支出予定額 2,761,022

公営企業等の地方債残高に対する繰出見込額 23,661,330

一部事務組合等の地方債残高のうち市が負担する額 2,089,643

６年度末に全職員が退職した場合に一般会計等が負
担する額

12,274,201

土地開発公社や債務保証をしている第三セクターの
負債の負担見込額

0

連結実質赤字額 0

一部組合等連結実質赤字額のうち市の負担見込額 0

　　　　計　　　Ａ 180,487,513

充当可能財源 （単位：千円）

基金の残高　Ｂ 15,068,772

特定財源　　　Ｃ 19,397,731

地方交付税で措置される見込額　Ｄ 96,282,224

地方交付税措置分　Ｅ 8,717,941
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６ 資金不足比率 

公営企業における経営状況について、公営企業の料金収入等に対する資金不足の規模で表したも

のが資金不足比率で、会計ごとに算定することになっています。 

ただし、公営企業の赤字を計算する場合には、将来の料金収入等で解消することが予定されてい

る資金不足については、計算上差し引くこととしています。 

 

 

資金不足額・剰余額及び資金不足の場合の資金不足比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資金不足額＞ 

 【法適用企業】 

 （流動負債＋建設改良費以外に充てるための地方債現在高－流動資産）－解消可能資金不足額※ 

 【法非適用企業】 

  実質収支額－解消可能資金不足額※ 

※解消可能資金不足額とは、事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生

じる事情のある場合において、資金の不足額から控除する一定の額   

‘ 

180,487,513 ― 15,068,772 ― 19,397,731 ― 96,282,224
―68,602,922 8,717,941

＝ ％＝　 83.0

（単位：千円）

水道事業会計 9,611,404 2,016,954 0 △ 7,594,450 6,114,190 －

下水道事業会計 9,073,921 1,128,039 0 △ 7,945,882 5,387,131 －

病院事業会計 623,037 1,129,536 458,571 47,928 3,265,919 1.4

（単位：千円）

中央卸売市場費特別会計 1,344,884 1,332,999 0 △ 11,885 617,415 －

新産業等用地整備事業費特別会計 629,929 629,790 0 △ 139 1,206,758 －

事業規模
資金不足比

率（％）

事業規模
資金不足比
率　　（％）

資金不足（+）
・剰余額（-）
（Ｂ－Ｃ）－Ａ

会　　　　計
歳入総額

Ａ
歳出総額

Ｂ

翌年度に繰り
越すべき財

源

＜企業会計＞

＜特別会計＞

資金不足（+）
・剰余額（-）
（Ｂ－Ｄ）－Ａ

会　　　　計
流動資産

Ａ
流動負債

Ｂ

解消可能資
金不足額

Ｃ
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※宅地造成事業を行う公営企業については、法非適用企業にあっては、販売用土地の売却によ

る収入の見込額を算入する等の土地の評価に係る算定上の特例あり。 

  

＜事業規模＞ 

営業収益の額（営業収益に相当する額）から受託工事収益（受託工事収益に相当する額）を

差し引いた額 

※宅地造成事業を行う公営企業については、「事業経営のための財源規模（調達した資金規

模）」を示す資本と負債の合計額 


